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令和 7年度税制改正要望  

一般社団法人  不動産証券化協会  
 

会長  菰田  正信  

 

 

当協会業務につきましては、平素より格別のご高配を賜り厚く

御礼申し上げます。  

J  リートに代表される不動産投資市場は、国内外の投資家に

様々な投資機会を提供するとともに、不動産と金融資産を繋ぐ資

金循環機能を通じて民間資金を活用しながら都市の再生と地域

の活性化を推進し、我が国経済の成長や雇用の拡大に貢献してま

いりました。  

我が国経済は 33 年ぶりの高水準となる賃金引上げが行われる

など、日本全体で前向きな機運が醸成され、長年に亘るデフレ経

済からの完全な脱却に向けた変革のチャンスを迎えています。一

方、世界的な金融引き締めに伴う影響や、中国経済の動向、ウク

ライナや中東地域をめぐる情勢等、先行きが不透明な状況が続い

ています。  

こうした中、不動産投資市場の活性化を通じた優良な不動産ス

トックの形成や都市再生・地方創生の促進により、日本経済の持

続的な成長を進めるためにも、不動産証券化に係る登録免許税・

不動産取得税の軽減措置の延長が必要不可欠です。  

また、本年 1 月から新しい NISA 制度が開始され、個人の投資

による資産形成への関心・意欲が高まる中、「成長と資産所得の

好循環」実現への歩みを進めるうえで、新しい NISA「つみたて

投資枠」の対象商品の拡充も重要であり、令和 7 年度税制改正の

実現を強く要望いたします。   



2 

 

要 望 項 目 

 

１．投資法人、特定目的会社及び特例事業者等が不動産を取得する場合における登録免許税・

不動産取得税の軽減措置の延長及び拡充等 

・ 投資法人、特定目的会社及び不動産特定共同事業法上の特例事業者等が不動産を 

取得する場合に設けられている登録免許税・不動産取得税の軽減措置の延長を要望

する。 

・ 投資法人等に係る不動産取得税の軽減対象となる対象資産の範囲について、「データ

センター」にも拡充する見直しを要望する。また、特例事業者等に係る登録免許税・

不動産取得税の軽減措置の適用要件緩和を要望する。 

 

２．投資法人が税会不一致による二重課税の解消手段を行使する際の任意積立金の取扱に  

係る改正 

投資法人が税会不一致による二重課税の解消手段として利益超過分配を行う場合に、 

圧縮積立金及び買換特例圧縮積立金を取崩さずに済むよう措置を要望する。 

 

３．NISAの拡充 

NISA「つみたて投資枠」の投資対象商品に、東証 REIT 指数のみに連動する投資信託

及び ETFを追加する。 

 

 

＊法令略称 

措法 ： 租税特別措置法  

措法施行令 ： 租税特別措置法施行令 

投信法 ： 投資信託及び投資法人に関する法律 

投資法人計算規則 ： 投資法人の計算に関する規則  
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１．投資法人、特定目的会社及び特例事業者等が不動産を取得する場合における登録免許税・

不動産取得税の軽減措置の延長及び拡充等 

 

・ 投資法人、特定目的会社及び不動産特定共同事業法上の特例事業者等が不動産を 

取得する場合に設けられている登録免許税・不動産取得税の軽減措置の延長を要望

する。 

・ 投資法人等に係る不動産取得税の軽減対象となる対象資産の範囲について、「データ

センター」にも拡充する見直しを要望する。また、特例事業者等に係る登録免許税・

不動産取得税の軽減措置の適用要件緩和を要望する。 

 

（１） 現状の規定 

・ 投資法人、特定目的会社及び特例事業者等の不動産投資ビークル（以下「ビークル」

という。）の不動産取得に際し、登録免許税には税率の軽減措置が設けられ、不動

産取得税には課税標準額の軽減措置が設けられているが、いずれも適用期限は 

令和 7年 3月 31日までとされている。 

【登録免許税】 

投資法人 所有権移転： 本則 2%から 1.3%に軽減 

特定目的会社 所有権移転： 本則 2%から 1.3%に軽減 

投資信託 所有権移転： 本則 2%から 1.3%に軽減 

特例事業者等 所有権移転： 本則 2%から 1.3%に軽減 

 所有権保存： 本則 0.4%から 0.3%に軽減 

【不動産取得税】 

投資法人 課税標準額： 2/5に軽減 

特定目的会社 課税標準額： 2/5に軽減 

投資信託 課税標準額： 2/5に軽減 

特例事業者等 課税標準額： 1/2に軽減 

・ 投資法人等に係る不動産取得税の軽減措置については、対象資産が事務所・住宅・

店舗・倉庫・ホテル等を用途とする不動産に限られており、「データセンター」は

軽減対象に含まれていない。 

・ また、特例事業者等に係る登録免許税及び不動産取得税については、「取得後 2年

以内の着工」等、一定の要件を満たす場合に軽減措置が適用される。 

 

（２） 要望理由 

・ ビークルを活用した不動産証券化は、不動産投資市場を通じた資金循環の仕組み

の中で金融資産と不動産を繋げる役割を担っており、不動産ストックの整備・更新

による安全で快適な街づくりに民間資金を役立てていく上で、資金供給のパイプ

役として重要な機能を果たしてきた。 

・ また、令和 4 年 6 月 7 日付で閣議決定された新しい資本主義のグランドデザイン

及び実行計画・フォローアップにおいても、2030年頃までにリート等の資産総額

を約 40兆円とすることが目標とされており、不動産投資市場は引き続き成長が期

待されている。 
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・ ウクライナ情勢の長期化や中東情勢の緊迫化といった地政学上の懸念や世界的な

金融引き締め等により、国内外の先行きの不透明感は高まっており、こうした中で

海外投資家による我が国への不動産投資も一時期と比べ落ち着いている。このよ

うな状況下でもビークルは継続的な不動産の買い主体であり、不動産流通市場の

下支えの役割を果たしているところ、措置終了によるビークルの取引条件の悪化

は不動産流通市場の停滞を招き、デフレからの完全脱却に向けた我が国の力強い

経済成長を損なう虞がある。 

・ ビークルによる物件取得の促進、すなわち不動産投資市場の持続的な成長による

民間資金等の活用を通じた都市・地域活性化を引き続き支援するとともに、不動産

取引の活性化を通じた持続的な経済成長を実現するためにも、上記軽減措置の延

長を要望する。 

・ また、我が国においてもデータ通信量の増加や新しい情報通信技術の台頭ととも

にデータセンターの需要が拡大傾向にあり、開発が進んでいる。このような中でデ

ータセンターを不動産取得税の軽減措置の対象とすることで、ビークルによるデ

ータセンターの取得可能性が高まることが期待され、投資対象資産の拡大による

不動産投資市場の更なる発展につながるとともに、ビークルが新たに開発された

データセンターの受け皿となることで、デジタル社会の更なる進展に寄与するも

のと考えられる。 

・ 他方、特例事業等を活用した事業スキームについては、経済環境の急変等により事

業計画の変更等不測の事態が生じた際に、前述の期間要件等によって本軽減措置

の適用を受けられない虞があることから、当該スキーム利用を妨げる一因となっ

ている。 

・ 以上を踏まえ、軽減措置の延長とあわせ、その拡充等を要望する。 

 

（３） 該当条文 

登録免許税 

・ 措法第 83条の 2の 2 

・ 措法第 83条の 3 

・ 措法施行令第 43条の 3  

不動産取得税 

・ 地方税法附則第 11条 

・ 地方税法施行令附則第 7条 

・ 地方税法施行規則附則第 3条の 2の 8乃至 11
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２．投資法人が税会不一致による二重課税の解消手段を行使する際の任意積立金の取扱に  

係る改正 

 

投資法人が税会不一致による二重課税の解消手段として利益超過分配を行う場合に、

圧縮積立金及び買換特例圧縮積立金を取崩さずに済むよう措置を要望する。 

 

（１） 現状の規定 

・ 平成 27 年度税制改正により、投資法人計算規則第 2 条第 2 項第 30 号に新たに 

定義された「一時差異等調整引当額」を計上することにより、税会不一致金額を 

税法上配当と取扱われる利益超過分配とする事が認められ、「投資法人における 

税会不一致による二重課税の防止」の為の手当てがなされた。 

・ しかしながら、投信法令における利益超過分配の規定では、利益を構成する任意 

積立金を残したまま利益超過分配を行うことはできないと解されており、任意 

積立金のうち、圧縮積立金及び買換特例圧縮積立金を計上している投資法人は、 

当該積立金を全額取崩さなければ、利益超過分配による二重課税の解消手段を 

行使することができない。 

・ 圧縮積立金は取崩しの際に益金算入されるため、二重課税の解消手段を行使する

ために全額取崩しを行うと、当該期の分配金に与える影響が大きくなる。また、 

買換特例圧縮積立金は取崩し要件が対象資産の売却・除却・減価償却等に限定され

ており、取崩しのためには対象資産を売却しなければならない。よって、税会不一

致が生じた場合、任意積立金を有する投資法人は、「一時差異等調整引当額」計上

による二重課税の解消が事実上困難な状況である。 

 

（２） 要望理由 

・ 元来、運用手法として認められている任意積立金を計上しているか否かによって、

税会不一致による二重課税解消手段の行使の可否に差が生じている状況である 

ことから、圧縮積立金及び買換特例圧縮積立金を取り崩すことなく、税会不一致に

よる二重課税解消手段を行使できるような制度改正が望まれる。 

・ 現状は任意積立金を保有している投資法人にて税会不一致が発生した場合、解消

のため「一時差異等調整引当額」を使うには、任意積立金を全額、当該期で分配  

せざるを得ないため、対象資産の売却や一時的な大きな分配により運用資産が 

減少してしまう。また、当該取り崩しにより、天変地異等の不可抗力による減収 

への備えを失うこととなるため、安定的な不動産運用を損なうことに繋がる可能

性がある。なお、税会不一致を解消せず「一時差異等調整引当額」を使わない場合

は、当該期において課税が生じるほか、その大きさによっては導管性が破綻する虞

があり、分配に大きな影響を与える懸念がある。 

・ ついては「一時差異等調整引当額」として、税法上配当と取扱われる範囲までは、

圧縮積立金及び買換特例圧縮積立金を取崩さずに利益超過分配を可能とするよう

措置を求める。 
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（３） 該当条文 

・ 投信法第 137条第 1項 

・ 投資法人計算規則第 2条第 2項第 30号 

 

※本要望は制度にも密接に関連するため、制度改善要望においても同内容にて要望する。 
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３．NISAの拡充 

 

NISA「つみたて投資枠」の対象商品に、東証 REIT 指数のみに連動する投資信託及び

ETFを追加する。 

 

（１） 現状の規定 

・ 2024年 1月より開始された新たなNISA 制度における「つみたて投資枠」の対象

商品のうち、指定インデックス投資信託及び ETFについては、株式指数と連動す

るものもしくは株式指数と組み合わせた複数のインデックスに連動するものとさ

れており、東証 REIT指数のみに連動する投資信託及び ETFは対象となっていな

い。 

 

（２） 要望理由 

・ 我が国に蓄積された国民の富を安定的に増大させる資金の流れを実現するために

2014年 1月より開始された NISA制度は、「資産所得倍増プラン」の実現に向け、

貯蓄から投資への流れを加速し、中間層を中心とする層が幅広く資本市場に参加

することを通じて成長の果実を享受できる環境を整備することが極めて重要との

観点から、令和 5年度税制改正により抜本的拡充・恒久化がなされた。 

・ 上記改正により本年 1 月より開始された新たな NISA は「成長投資枠」と「つみ

たて投資枠」から構成されており、このうち「つみたて投資枠」については、家計

の安定的な資産形成を支援する観点から、その投資対象商品は長期・積立・分散に

適した一定の投資信託とされている。 

・ Jリートは、その資産である不動産の中長期的な保有を前提に、運用資産の着実な

成長と安定した収益の確保を目指している。また、J リートが保有する不動産は、

多種の用途・地域に分散投資されており、かつ、そのテナントも多数の業種・業態

にまたがる企業や個人であることから、形式的には不動産賃貸セクターに集中 

していても、実質的には高度な分散が図られている。 

・ このような特性を持つ J リートの投資口価格を基とする東証 REIT 指数のみに連

動する投資信託及び ETFは、少額からの長期・積立・分散投資による安定的な資

産形成を目的とする新しい NISA の「つみたて投資枠」にふさわしい商品である

と言えることから、「つみたて投資枠」の対象商品に追加することを要望する。 

 

（３） 該当条文 

・ 措法第 37条の 14 

・ 措法施行令第 25条の 13 

・ 内閣府告示第 540 号（非課税口座に受け入れることができる上場株式等の範囲に

関する基準） 

 


